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最適関税論に関する覚書
新飯田 宏
　このノートは，最適関税点で均衡が成立す
るためにはどのような国内価格比率が成立し
ていなければならないか，あるいは，どのよ
うな関税を課さなければならないか，を明ら
かにしようとするものである。もちろん，こ
れまでに最適関税の理論についてはいくつか
の優れた論文が発表されている。しかし生産
の条件まで含めての最適関税点における均衡
の性質はほとんど明確には論じられていない
ように思われるので，ここではこれを整理す
ることを意図している。以下の分析では，通
常の国際貿易理論で前提される商品無差別曲
線，貿易無差別曲線の存在は仮定される。ま
た簡単化のため，分析の方法は2国を対象と
したグラフによることにする1）。
　さて，われわれの目的のために，H．ジョ
ンソン，J．グラーフ，　C．キンドルバーガ
ー2）などが最適関税理論の定式化において採
用している定式化の方法を議論の出発点にし
て，実は彼等の定式化は一般的に妥当する定
式化ではなく，それが妥当するケースは特定
の関税の徴収と配分の方法に依存すること
を，明らかにすることから始めるのが便利で
あろう。
　1）グラフによる表示はJ．Meade，　A　Geome－
　try　of　lnternationαl　Trade，1952，に従って
　　いる。しかし，ミードの説明はこのノ’トで問
　　題にしている諸点についてやはり明確ではな
　　い。
　2）　Harry　G．　Johnson，　‘‘Optimum　Tariffs
　and　Retaliation”，　The　Revizv　of　Econontic
　Studies，　XXI（2），　No．55，1953～4，　pp．142
～153（H．JohnsQn，　International　Trade　and
EconQmic　Growth〔邦訳「外国貿易と経済成
長」〕の第2章PP．31～61に再録）；J．　DE　V．
Graaf〔，Theoretical　VVelfare　Economics，1957
の第9章Foreign　Trade　pp．122～139；C．
Kindleberger，　Internαtional　Economics　3rd
edition　1963の第12章と付録F，などを参照。
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　最適関税の理論の最も簡単な説明はつぎの
ようになされている。貿易相手国が関税報復
をしないという条件のもとで，相手国のオッ
ファー・カーブ上で自国が到達しうる最も有
利な点を求めsこの点を自国のオッファー・
ヵ一ブが通るように関税率を定めることであ
る。第1図はこれを示したものである。B国
の貿易無差別曲線（1，B）はA国のオッファー
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・カーブ（OA）上のP点で最も高い貿易無
差別曲線1宅Bに接する。このP点が最適関税
点である。
　そこで，B国はPNIPM％の輸出従価関
税か，PQ／QR％の輸入従価関税かを課する
ことによって，自国の修正されたオッファー
・カーブがP点を通るように定めればよい。
これによって，新しい国際交易条件はOP線
となり，B国は輸出関税の場合はX財（輸出
商品）のOR量と交換にY財のOM量をA国
から輸入する。このときB国民間部門はY財
のOM量と交換にX財のOS量を提供し，そ
のうちSR量が政府収入となる。輸入関税の
場合は，B国はX財のORと交換にA国から
Y財のPR量を輸入するが，このうちB国民
間部門はY財のQRを需要し，残りPQを関
税収入として，政府部門が受取ることにな
る3）。
3）理論的に整理されている教科書としてはJ．
　Vanek，　Interuational　Trade：Theorツand
　Economic　Policy〔邦訳「国際貿易」〕の第14，
　15および16章がよい。
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　ところで，この最適関税点に到達したと
き，国内価格比率がどのように定まるであろ
うか？　ここでH．ジョンソンやJ．グラー
フが最適関税の定式化を試みている説明を簡
単に追ってみよう。彼等の最適関税の定式化
では（第2図参照），　最適関税点Pから相手
国A国のオッファー・カーブに接線を引き，
Y軸との交点をGとしたどき，X財で測った
Y財の国内価格はPMIMG，　X財で測った
Y財の外国価格はPM／0Mであるから，　Y
財の外国価格に課せられる最適関税率をt。と
すれば，PMIMG＝（1＋t。）PM／0Mで与え
られるとしている4）。
　さて，このような，H，ジョンソンやJ．グ
ラーフの最適関税率t。の導出方法は，X，　Y
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の2財間の国内交換比率は2財間の限界代替
率に等しくなければならず，したがってまた
その国内比率は1栃に応ずるB国の転形曲線
の切線の勾配にもなっていなければならない
ことを，当然のこととして前提している（す
なわちP点が生産可能性曲線の原点であるこ
とを含意している）。しかし，このような定
式化が正しくないことは，国内価格比率が関
税徴収の方法に一義的に依存していること，
および生産可能性曲線の原点の位置は政府が
関税収入をいかに処分するかに依存するから
である。いま，B国政府が関税収入をすべて
消費（貯蓄）すると仮定しよう。このとき関税
収入を輸出税で徴収するとすれば（第1図
参照），国内価格比率はONであり，このと
きPNが政府に支払われる額である。
　また，もしも輸入税で徴収するとすれば国
内価格比率はOQとなり，　QPが政府の収入
である。もし，輸出税と輸入税とで混合して
徴収すれば，ON，　OQの間に来る半直線で
示される国内価格比率が成立する（図では，
たとえばOJ。このとき輸出税でJK，輸入
税でPKが政府の収入となる）。このような
説明はC．キンドルバーガーが示している通
りである5）。　しかし，キンドルバーガーは政
府が関税収入をいかに使用するかについて，
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何らの説明も与えていない。
4）たとえばH，G．　Johnson前掲pp．56～61
　やJ．DE　V．　Graaff前掲pp，133～139を参照。
　　この定式化からオッファP・カ’ブの弾力性に
　関連づけた定式化が簡単に導かれるのは周知の
　通りである。
5）　C．Kindleberger前掲［pp．232～234を参
　照。
〔3〕
　第1図に示されるようなキンドルバーガー
の国内価格比率に関する説明は，政府が関税
収入を消費（貯蓄）することが仮定されてい
ると考えるのが自然である。そこで，関税徴
税方法に従って一義的に定まる国内価格比率
のもとで，政府が関税収入を民間部門に配分
しない場合の生産・消費・貿易の状態を図示
すれば，つぎの第3図のようになる6）（ここ
ではB国が輸出関税を課した場合が示されて
いる）。
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　国内価格比ONで，国内生産は最適に行な
われることになるから，ONに平行なhhノと
生産可能性曲線との接点HでNを通る貿易無
差別曲線1企（国内価格比ONはその接線に
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なっている）に対応する商品無差別曲線16B
に接している。いうまでもなく，B国民間部
門はX財をNZだけ生産し，このうちA国に
PMを輸出し，自国政府にNPだけ支払v・，
残りのMZだけ消費する。またY財について
は自国で生産したMWとA国から輸入した
OMの合計OWを消費する（A国の消費・
生産を示すグラフの説明は同様に可能であ
る。OPとllノは平行でHノ点がA国の消費
均衡点である）。
　第3図から明らかなように，たとえB国が
関税を課してA国のオッファー・カーブ上の
最適点Pに到達しえても，この国の民間部門
にとっては，Y財のOM量の輸入に対してX
財MNを提供した状態が変化（改善）したわ
けではない。すなわち，A国からのY財OM
に対して交換するX財を，B国がONからO
Pに変えて貿易点をP点に移したとしても，
この国の社会厚生はNを通る貿易無差別曲線
1♂Bに対応する商品無差別曲線1～Bであっ
て，最適点Pに対応する商品無差別曲線には
到達していないからである。いわば，社会厚
生が上昇したとする理由は民間部門について
考える限り，全く存在しないことになる7）。
　このことを均衡理論的に言えば，政府が関
税収入を消費（貯蓄）する場合にはP点は民
間部門の生産者・消費者の両経済主体グルー
プにとっての均衡点にはなっていない，とい
うことを意味している。P点が民間部門にと
って均衡点であるためには，P点におけるB
国の限界代替率に等しい国内価格比率が，国
内生産における限界転形率にも等しくなって
いなければならない。
　そこで，政府が関税収入を民間部門に再配
分しない場合について，H．ジョンソン，　J．
グラーフのような定式化を有効ならしめるた
めにはs），最適関税点PにおけるA国のオッ
ファー・カーブの接線と平行な直線を原点か
らひいて（第4図参照），それがB国のオッ
ファー・カーブに交わる点（T）を求め（す
最適関税論に関する覚書（新飯田）
なわちGG！〃OT），その点によって輸出入関
税率を定めればよいことになる（この図では
輸出税としてTV，輸入税としてPVを徴収
すればよい）n重要なことは，任意に決めた
関税徴収法によって定まる国内価格比率は，
決してGGノと平行ではないということであ
る。
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6）第3図はJ．ミH・ドが前掲書で扱っている方
　法であり，J．バネックが前掲書でもこれを大
　いに利用している。簡単に説明すれぱ第1象限
　が貿易，第2i象限がB国の消費量，第3象限が
　貿易，第4象限がA国の消費量をそれぞれ示す
　ものである。A国の説明はあまり必要ないので
　本文では殆んど行なわれない。
7）　政府が関税収入として得た輸出商品や輸入商
　品を国内市場か，外国市場のいずれかで取引す
　る場合には，政府の消費選好表が決定されてい
　るならば，政府はその関税収入を最適に消費し
　て最大の満足点を求めるであろう。この意味で
　の厚生効果は当然に存在している。これらの点
　についてはJ．Vanek前掲書の第16章の16．1．1
　図と16．L2図を参照。
8）　P点におけるOAへの接線を国内価格比率で
　あるという定式化と矛盾しないケースをここで
　考えようという意味である。
〔4〕
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　これまでは政府が関税収入を貯蓄するケー
スを考えたが，この仮定は一般には非現実的
である。そこで政府が関税収入を民間部門に
トランスファーする場合を考えよう。同時に
P点が生産可能性曲線の原点であるように，
すなわち最適関税点Pが生産者・消費者にと
っての均衡点となるような関税の賦課を考え
てみよう。P点が均衡点であるためには，ま
ずA国のオッファー・カーブのP点における
接線が国内価格比率と等しくなっていなけれ
ばならない。また，最適点の性質から，P点
におけるA国のオッファー・カーブの接線は
貿易無差別曲線の接線でもある。この国内価
格比率のもとで生産が有効に行なわれるので
ある。これを図示すれば，第5図のようにな
る9）。
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　まず最適関税点PにおいてA国のオッファ
ー・ Jーブへの接線をひく。つぎに原点から
GGノに平行な直線をひき，　Pを通る横軸の
平行線との交点をCとする。このとき　t。＝
PCIPMが最適関税率であり，政府は関税収
入としてPC量を受取る。さて，このPC量
のX商品を政府が民間部門に補助金として分
配するから，生産可能性曲線はGGノに平行な
hhノと接するH点で生産（OMだけ平行移動
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させれば消費）が行なわれる（当然のことだ
が，HはPに対応する商品無差別曲線の接点
となっている）。すなわちHは生産・消費の
両経済主体にとっての均衡点であり，H点を
もたらす国内価格比率は相手国のオッファー
・カーブOAの接線になっているから，接点
PはB国民間部門の貿易均衡点である。第5
図におけるH点は関税収入をすべて政府が消
費（貯蓄）するケース（第3図のH点）より
も高い社会厚生を満足していることは明らか
である。しかも，この場合にはP点は民間部
門の均衡点になっているということが重要で
ある。
　したがって，第5図に示されるような揚合
には，H．ジョンソン，　J．グラーフなどが定
式化した最適関税の理論はそのまま妥当する
ことはいうまでもない。
9）第5図では輸出関税の場合についてだけ説明
　してある。
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以上の簡単な分析によって明らかになった
ことは，
　（イ）　最適関税理論の定式化，図式化にお
いて，関税賦課国のオッファー・カーブは関
税収入を政府が分配する場合には全く必要な
く，政府が関税収入をすべて貯蓄するときの
み必要であること；
　（ロ）最適関税点から相手国のオッファー
・カーブにひいた接線の勾配を国内価格比率
とし，原点と最適関税点とを結ぶ直線の勾配
を国際価格比率として両者の関係から最適関
税点を導出する定式化は，関税徴収の方法に
依存して妥当な方法であるか否かが定まるこ
と；
　（ハ）　最適関税点が生産を含めた均衡点で
あるためには，政府が関税収入を民間部門に
再分配すること，および最適関税点における
相手国のオッファー・カーブの接線が国内価
格比率となっているように関税の徴収がなさ
れねばならないことである1°）。
10）終りに，J．　Vanekの前掲書は関税理論につ
　いて，これまでのどの教科書よりも理論的にす
　っきり整理されていることをここで改めて追記
　しておき’たい。
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